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004 【資料１】懇話会設置要綱.pdf


生活者としての外国人のための地域日本語教育推進アクションプラン（仮称） 
検討懇話会設置要綱 


 
（目 的） 
第１条 「生活者としての外国人」の日本語学習機会の確保を図るために必要な施策を計


画的に実施するため、日本語教育の専門家や関係者等から意見を求め、検討することを


目的とし、生活者としての外国人のための地域日本語教育推進アクションプラン（仮称）


検討懇話会（以下「懇話会」という。）を設置する。 
 
（所掌事項） 
第２条 懇話会は、前条の目的を達成するため、次に揚げる事項を所掌する。 
 （１）生活者としての外国人のための地域日本語教育アクションプラン（仮称）策定の


検討に関する意見・助言。 
 （２）その他プランの策定にあたり必要と認められる事項に関すること。 
 
（組 織） 
第３条 懇話会は、学識経験を有する者、経済関係者、多文化共生関係者、日本語教育関


係者、自治体関係者、外国人県民、その他必要と認められる者 10 人以内の委員で構成す


る。 
２ 懇話会に座長および副座長を置く。 
３ 座長および副座長は、委員の互選によって定める。 
４ 座長は、懇話会の会議の議長として会務を総括する。 
５ 副座長は、座長を補佐し、また、座長に事故があるとき、または欠けたときは、座長


の職務を代理する。 
 
（委員の任期） 
第４条 委員の任期は、本要綱施行の日から計画策定の日までとする。 
 
（会 議） 
第５条 懇話会の会議は、滋賀県総合企画部国際課長が招集する。 
２ 会議は公開とする。ただし、国際課長が必要と認めるときは、非公開とすることがで


きる。 
３ 国際課長は、必要と認めたときは、委員以外の者の出席を求めることができる。 
 
（運 営） 
第６条 懇話会の運営に必要な事務は、滋賀県総合企画部国際課において処理する。 
 
（委 任） 
第７条 この要綱に定めるもののほか、懇話会の運営に関し必要な事項は、国際課長が定


める。 
 
付 則 この要綱は、令和３年６月 10 日から施行する。 



Administrator

画像
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地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業について 資料２


【令和３年度事業内容】
①推進計画の策定（生活者としての外国人のための地域日本語教育推進アクションプラン（仮称））
・計画期間：３年間 [令和４年度（2022年度）～令和6年度（2024年度）]
・性格：滋賀県多文化共生推進プラン（第２次改定版）に基づく、具体的施策の実施計画


②実態調査の実施
・対象：【日本語教育実施主体】県内市町、市町国際交流協会、地域日本語教室、日本語学校、大学、監理団体、外国人雇用事業所


【外国人県民】
・方法：郵送・オンライン、一部ヒアリング
・内容：外国人等の現況、市町、企業等における日本語教育の取組状況および体制、学習者のニーズ等


【目的】
日本語能力が十分でない外国人が生活等に必要な日本語能力を身に付けられるよう、関係機関等と連携しながら日本語教育の環境を強化するための体制づ
くりに取り組む。
→「生活者としての外国人」の日本語学習機会の確保を図る。


【背景】
○ 県内外国人人口の状況 [2020年12月末 住民基本台帳人口]


・外国人人口：33,076人（前年：32,995人） 過去最多、平成27年以降増加傾向。
・国籍別人数・割合：ブラジル（9,039人,27.3％）、ベトナム（5,903人,17.8％）、


中国（5,241人,15.8％）
・在留資格別人数、割合：永住者（9,669人,29.2％）、技能実習（5,461人,16.5％）、


定住者（4,964人,15.0％）


〇 県内外国人労働者の状況 [２０２０年10月末 滋賀労働局 「外国人雇用状況の届出状況まとめ」]


・外国人労働者数：20,011人（前年：20,058人）
・外国人雇用事業所数：2,295事業所 過去最多、8年連続増加 （製造業909事業所,39.6％）


〇 県内日本語学習者の状況 [2019年11月１日 文化庁国語課 「国内の日本語教育の概要」]


・学習者数：2,257人（前年：1,004人）


【国の動向】
○ 平成３０年（2018年）12月
「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」


○ 令和元年４月（2019年）
改正入管法施行
（出入国在留管理庁、特定技能創設）


〇 令和元年（2019年）６月
日本語教育の推進に関する法律施行


〇 令和２年（2020年）６月
日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ
効果的に推進するための基本的な方針策定


【県の動向】
〇 令和２年（2020年）４月～


滋賀県多文化共生推進プラン（第２次改定版）


【滋賀県多文化共生推進プラン(第２次改定版）】
＜こころが通じるコミュケーション支援＞施策の方向性（２） 日本語および日本社会についての学習機会の提供
①日本語学習機会の提供
②日本語教育人材の育成
③日本語教室への支援
④地域日本語教育の総合的な体制づくりの推進


取組の充実
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第１回検討懇話会 


■ 議題：地域日本語教育の現状と課題 


■ ゴール：現状の整理、課題の抽出 


主体 団体 主にお聞きしたいこと 


地域日本語教室 


（ボランティア） 


・びわこ日本語ネットワー


ク 


・オリーブ 


【ネットワークについて】 


・びわこ日本語ネットワークの概要・目的 


・びわこ日本語ネットワークの取組 


・日本語教室間の連携（現状・課題） 


【日本語教室について】 


・日本語教室の概要 


・教室の運営体制（人員、財政） 


・学習者の状況（学習者数、学習者の特徴（在留資


格等）、学習ニーズ） 


・指導者の状況 


・課題 


地域日本語教室 


（市委託事業・補


助事業） 


・米原市多文化共生協会 


・甲賀市 


・地域日本語教育の取組の状況（目的・現状等） 


・教室の運営体制（人員、財政） 


・市との連携の状況 


・学習者の状況（学習者数、学習者の特徴（在留資


格等）、学習ニーズ） 


・指導者の状況 


・課題 


日本語学校 滋賀 YMCA ・日本語コースの概要 


・企業や学習者のニーズ 


・地域日本語教室との違い 


・課題 


経済団体 滋賀県中小企業団体中央


会 


・技能実習生の状況 


・制度上の監理団体の責務について 


・技能実習監理団体、実習実施者、登録支援団体に


おける取組の状況 


・日本語教育に対する企業等のニーズ（分かれば） 


・実習生のニーズ（分かれば） 


・企業等における日本語教育の課題（分かれば） 


外国人住民 上原 様 ・御自身の日本語学習の経験について 


・日本語を学ぶ/学ばない理由 


・日本語が分からないことにより特に困ること 


・日本語学習の方法へのニーズ（例：オンライン、通


学、独学） 


・日本語の学習内容に求めること（例：日本語能力


検定合格、コミュニケーション能力の向上） 


・地域の日本語教室に求めること 


資料３ 







地域国際化協会 ・京都府国際センター 


・滋賀県国際協会 


・京都府における取組状況 


・滋賀県の日本語教室の特徴 


・各府県域の課題 
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生活者としての外国人のための地域日本語教育推進アクションプラン（仮称） 


第１回検討懇話会結果について 


 


１ 開催概要 


日 時：令和３年（2021 年）７月６日（火）14：00～16：00 


場 所：大津合同庁舎７－C 会議室 


出席者：[委員]上原委員、恩地委員、金綱委員、久保田委員、近藤委員、鍔田委員、 


中浦委員、丸山委員、光田委員、山中委員 


傍 聴：１名 


        


２ 開 会 


  


（１）挨拶 


（２）委員自己紹介、事務局自己紹介 


（３）懇話会の運営等について 


   資料１に基づき、事務局説明 


 


 


３ 議  事 


（１）座長および副座長選出 


   選出結果 


→座長：丸山委員 副座長：光田委員 


 


（２）地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業について 


   資料２に基づき、事務局説明 


 


（３）地域における日本語教育の現状と課題について 
 


【座長】 


3番目の議事でございますけれども、地域における日本語教育の現状と課題についてとな


っております。 


各委員のお話をお伺いしたいのですが、ここにいらっしゃる皆様は、言ってみれば、滋賀県


の外国人との多文化共生あるいは日本語教育のスペシャリストの皆さんがお集まりなわけで


す。したがいまして、お話を聞けば、30分でも１時間でも講演ができるかと思いますけれども、


何分、時間が限られておりまして、申し訳ないんですが、お一方５分を目安にお話ししてくださ


ればと思っております。 


お話の内容は、資料３を御覧いただきますと、概ねこういうふうな内容を中心にお話いただ


ければ、ということは事務局からお知らせがあったかと思いますが、大変申し訳ございません


が、5分を目安にお話しくだされば幸いでございます。 


そうは言っても、皆さんの御発言が終わりましてから、委員同士、あるいは委員と事務局の


間で、質疑応答の時間も取ってございますので、なるべく手短にお話しいただければと思いま


す。 


座ったままで結構ですので、よろしくお願いしたいと思います。 
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【副座長】 


まず、滋賀県の日本語教室の状況なんですけれども、ちょうど皆様に先ほど御紹介させてい


ただきました、お配りしております、みみタロウの140号、こちらの中に、外国人相談窓口の一


覧と、日本語教室の一覧というものを、1年に1回公開させていただいております。 


御覧いただいたらわかりますように、滋賀県の場合、ボランティア教室が大変多くあります。 


今回、6月時点で調査をさせていただいておりまして、その時点では、３町を除く、ほとんど


全ての市町に教室がありまして、25教室27か所で開催されております。 


20年近く前にも、もう既に多分19教室ぐらいは滋賀県の場合ありまして、その後、23教室


ぐらいに増えて、もう10年ぐらい経っているかなと思います。 


今年度は新しくオンライン教室なども増えたのと、草津の日本語センターという教室が追加


されまして、2教室増えました。ということで、大変多い県でございます。 


この種類としましては、市町の国際交流協会の教室でされているところ、それからボランティ


アの方々で立ち上げられた任意の団体さんというところと、あと、実施の仕方もクラス形式で


あったり、マンツーマンで行われていたり、最近はオンラインもありますし、対面であったり、検


定試験向けなど色々されていまして、多種多様な状況になっております。 


全体としては、ここ７年ほど前だと思いますが、教室の皆さんからお聞きしていることでは、


ベトナムやインドネシアなどからの技能実習生が大変多くなってきておりまして、いわゆる生活


者としての外国人である、滋賀県に多い南米出身者の方は大変少なくなってきているという


ふうに聞いております。 


こういった意味では、よく、市町の国際交流協会で実施されている教室なんかは、市町の補


助金をもらってされているところもありますので、そういった意味で、どこまで税金をつぎ込ん


でするべきなのかというのは、よく悩んでらっしゃることをお伺いしております。 


ただ、東日本大震災の時も、外国人の方の安否確認を日本語教室が一番にされたというこ


とを聞いていますので、日本社会との窓口として、これだけ充実した日本語教室があるという


ことが、大変、ありがたいことですし、何かとサポートをしてくださっているのは、一番に日本語


教室の方々なのではないかと思っています。 


そういった面で、とても支援が行き渡った、行き渡ったというか、皆さんボランティアで本当


に自発的にされているというのは、大変良い県なのかなと思います。 


一方で、教室の課題としましては、これも全国と同じ課題でもあるんですけれども、ボランテ


ィアの不足、特に、ボランティアさんが高齢化していること、それから指導者の力の質というか、


指導者の指導力の安定のなさというか、学習者さんがどの指導者さんに当たるかによって、実


は一定質が保障されていないとうところで、課題を聞いていたりもします。 


ただ、ボランティア教室にどこまで求めるかというのはまた違った課題かなと思っています。 


あと、滋賀県としての課題というのでしょうか、日本語学校が無いということで、近年、京進


ランゲージさんが日本語クラスをされたり、あと、本日参加くださっています、滋賀YMCAさん


の方で、昨年度から日本語検定コースを設けてくださって、ようやく毎日学べる日本語クラス


の場所が出来たんですけれども、滋賀県には日本語学校がないということで、集中して学びた


いということを御相談を寄せられましても、そういったところを御紹介することが出来ず、生活


者の方がそういった場所を求められている時に、中々地理的にも難しい状況にあるかなと思


います。 


滋賀県の場合は、一定、南米の出身者の方が多くありますので、コミュニティができていま


して、実は余り日本語の問題にならない、「習いたいか」と聞くと、「習いたい」とおっしゃいます


が、実はあまり、実際に日本語教室に通って学ぶほどニーズがないというのも実際のところで


す。 
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ただ、以前させていただいた調査の中で、特にフィリピンの方なんかに聞きますと、8割はひ


らがなとローマ字しか読めないということで、読み書きに困ってらっしゃる方は南米の方もフィ


リピンの方も、外国の方も多くいらっしゃるのも事実で、何か手続きであったり、会社で何かあ


ったときに手続きしようとか思うと、読み書きが出来ないことで不利な状況に追い込まれてい


らっしゃる方も多くいらっしゃいます。 


就職に関する日本語については厚生労働省のJICEさんに委託されて実施されている、就


労準備研修があったり、テクノカレッジで実施されている、定住外国人向けのスキルアップ研


修などがあって、そういった意味では保障がされているのかなと思います。 


技能実習生等の日本語教育をどうしていくかというか、企業の責任をどう果たしていただく


か、それから、生活者のための日本語教育を保障できる場所をどう設けるか。ということが1番


かなというふうに思っています。 


 


【委員】 


実習生の受入状況は、先ほど、御説明もありましたが、県内では、5,400人を超える実習生


の方がおられて、おおよそ、ベトナムや中国の方が多いのではないかと思っております。 


そういった状況で、全国的にはもう40万人近い実習生の方が令和元年度まではおられて、


コロナ禍で、直近の数字を調べましたら、37万8,200人の方が、日本にはおられるということ


でございます。 


全国的には技能実習生の方は、ベトナムの方が半分以上占められていまして、そういった


状態で頑張っていただいているのが実情になります。 


制度上の団体監理型という受入の仕方が最もポピュラーな受入の仕方で、9割以上が団体


というものを通して実習生の受入をされています。 


その団体さんのことを監理団体というんですけれども、この監理団体で受入れをされる中


で、責務としましては、技能実習法という法律の中で、日本語教育、日本の生活に困らないよ


うな教育をするように義務付けられております。 


入国後、基本２か月なんですけれども、座学の講習を受けます。ただ、送り出し国、母国の


方で、1か月以上日本語の講習を受けておられる方は、国内での講習、入国してからの講習は


1か月に短縮できます。このコアとなる2か月の中で、日本での生活とか、日本語を勉強される


というのが制度上は義務づけられて法定になっております。 


それぞれ、県内の監理団体さんですと、30ほどの監理団体をされている協同組合があるん


ですけれども、恐らくこの5,400人という数は、滋賀県の監理団体さんの受入総数ではなくて、


恐らくこの半分ぐらいが、滋賀県内の監理団体さんが直接実習生の受入れをされていて、あ


との半分以上は、県外の監理団体さんから実習先として滋賀県に来られている実習生の方と


いうというような状況だと思います。 


取組状況ですけれども、監理団体になった際に、受入れは基本的に3年と5年という、2種類


に分かれていまして、取組が優良な監理団体に認められると、5年の受入れが出来たり、受入


枠が広がったりするような制度になっています。 


その関係で、優良な監理団体という形になるために、地域社会との共生というのが、制度上


点数化されていまして、要は、基準となる点数を超えると、5年の受入や、受入人数枠を広げる


ことができます。 


その一つの項目に、地域社会との共生という中で、実習生に対する日本語学習の支援を行


うという内容が、企業様にも、監理団体様にも入っているものになっています。 


ただですね、私どもの会員の組合様に色々聞かせてもらったんですが、この入国後講習の


中で、きちっと日本語を教えられるというのは、すごくきめ細かくされているんですけれども、
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いざ実習が始まって、各企業様に入って、働きながら技術を学んでおられる状態になられると、


なかなかそこまで監理団体さんが、毎週決まった日に、日本語の勉強会をしたりとかっていう


のは出来ていない状態です。 


それは個々の受入されている企業様のスタンスで変わるんですけれども、よくされてる企業


様ですと、生活指導員という方が、簡単な日本語のドリルとか、問題集を出したりして教えて


あげるという場合がありますし、唯一監理団体さんでされている事例としてあったのは、日本


語能力検定の１級なり、2級なり、上位の級を取れると報奨金が出ますよという、そういうモチ


ベーションでもって、実習生個人個人の学習意欲を掻き立てるような政策はされてるところは


あるんです。 


けれども、中々教室までは、開いているというようなことは、見つけられませんでした。なの


で、多分、ボランティアの皆さんがされている教室に、ある程度モチベーションの高い実習生が、


仕事が終わってから、勉強に行かれたりしている実情があるのかと感じております。 


あと、企業なり組合様からのニーズとして聞かれたのは、制度上の内容として、法律として


規定されていることはきちんとこなされているので、それ以上のことを求めるとなると、どうして


もコストみたいな話が出てくるかなというのは、それぞれ監理団体さんもおっしゃっていまし


た。 


日本語を話せる、理解が出来ないと、建設業とか製造業でも時々あるんですけれども、事


故に繋がってしまったり、そういうリスクにつながるので、実習生の日本語能力のアップは進め


たいというふうには思っておられる。 


その場合、宿舎で、それまでは、ベトナムの方はベトナムの方で同じ部屋、ミャンマーの方は


ミャンマーの方など、固めておられたんですが、思い切って、ベトナムの方とミャンマーの方と


モンゴルの方を、３人同じ部屋にする、そうすると、共通言語が日本語になって、飛躍的に日本


語の理解力が伸びました。ということが、私がヒアリングした際には聞きました。 


ヒアリングで企業様を回らせていただいた時も、ある程度技術力の高いモンゴルの方が、ベ


トナムやインドネシアの方に日本語で、手順を教えておられたりとか、そこまで理解されている


方も中にはおられる。かなり、日本語の理解力にも格差があるのかなというのがございまし


た。 


あと、これはちょっとまた議論の内容と若干ズレるかもしれませんが、ある組合の団体の理


事長がおっしゃっていたのは、夜間中学校が滋賀県にあるといいんだけどな。とおっしゃられ


ていた。技能実習生が行くとかいうことではなく、そういったものがあると、もっと日本語の理


解が深まるのではないかなとこともおっしゃられていました。 


 


【委員】 


外国人住民として、周りの人と仕事先のことなど色々聞いてきました。まず、今日お配りした


資料を見ていただければと思います。 


２ページ目に書いてあるんですが、三重県国際交流財団では、昨年度、文化庁の日本語教


育の総合的な体制づくり推進事業で調査を行いました。 


こちらでまず、外国人105人ほどに聞いておりまして、主に日系の方が多かったんですけれ


ども、技能実習生や留学生も一部該当者がいました。 


そこで、日本語を学ぶ・学ばない理由というところについて、「なぜ日本語を学びたいんです


か」という質問について、ほとんど80％くらいが、「生活のための日本語が必要」だということ


で、あとは２位に「仕事で必要だから」ということがありました。 


そういうニーズがあるものの、じゃあなぜ学ばないのかということに対して、これは記載され


てないんですけども、調査の中で、1番多かった回答53％が、「日本語を学ぶ時間的な余裕が
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ないから」というのが一番多かったんですね。続いて、22％だったのが、「どうやって勉強した


らいいのか分からない」ということがありました。 


それから、「日本語が分からないと何に困っているのか」ということを聞いたところ、「仕事


で」が1位、「病気になったとき」が２位で、「役所の手続き」が３位でした。 


その中で、先ほどもお話があったんですけれども、「学びたい」と回答する方が多かったんで


すが、本当に来ていただけるのかというと、時間的な問題だったり、日本語教室が実施される


時間と自分の時間が合わなかったりとか、そういうことが、多く見られました。 


学習方法やニーズについて、ここで結構書かれていたのが、例えば、技能実習生とか留学


生の方は日本語能力検定というのがあったんですけれども、留学生や技能実習生についても、


その後、それだけでいいのかというと、困っていたのは、日本語能力試験ですと、グラマー的な


ものと、読み書きという、そういうところまではできるんですけれども、結局、発言発信、コミュ


ニケーション能力は伸びないという課題がありまして、留学生の場合、N1は取っているものの、


実際に企業に行って、面接するところで、面接で落ちる。面接で、この人日本語が分からない


というふうに捉えられてしまうんですね。 


要は、コミュニケーション能力がないので、技能実習生も留学生もそうです。それから南米


系の人にも、周りの人にも聞いたんですけれども、やはり、日本語教室で結構、周りの人では、


一方的に話を聞いているという指摘が多くて、なかなか自分から発言する機会がなくて、実際


に日本人と話をしようとしたときに、頭の中にはあるんだけれど、中々発言出来ないという課


題が見られました。 


コミュニケーション能力を伸ばすことが必要になっているのかなと思います。 


もう一つ共有したいことがありまして、昨年度三重県が文化庁の事業でもう一つ、企業内で


の日本語教育を実施いたしました。 


企業さんに従業員と日本語教室をするっていうのがどんなメリットがあるのかという話を、


色んな企業を回って実施したところ、従業員と全くコミュニケーションがとれていないというと


ころが多かったんですね。 


危険性とか、仕事をちゃんと分かってくれるということより、どちらかというと、従業員1人とし


て全然コミュニケーションができていない、というところに企業もそれを課題と見ておられまし


たので、主に、コミュニケーションをメインにした教室を昨年度実施しました。 


何か話題を与えて、発言、交流的なところ、交流型の教室を実施したところ、それが結構好


評だったんです。 


最後に、私が課題と感じているのは、南米系の方からみて、日本語を学んで得することがあ


まり見えてこないんですね。当然、生活する中で、仕事でっていうのはあるんですけど、例えば、


学ばなくても何とかなるってところが多いんですね。 


なので、技能実習生がN1を取ると報奨金が出るとか、そういうのも必要だと感じていますし、


そもそも企業というのはなかなか、例えば、N1,N2、が応募の最低条件にはなっていない。企


業はその辺は全く意識していなくて、どれだけ勉強しても、別に仕事がよりよいものになるわけ


ではない。そういうのが現状としてあり、学ぶべきと感じてないというのがあります。 


日本語を学ぶメリットが何なのか。というところから設定して、そこから、日本語教室を立ち


上げることが必要なんじゃないかなと思います。 


 


【委員】 


オリーブの活動は、1994年からです。その当時は、オリーブの教室を立ち上げた１回目から、


30名の学習者の方が来られまして、全部南米の方でした。それから5年くらいはほとんどブラ


ジル人とペルー人だけで、本当に生活者という感じで、生活のための日本語を楽しく学んでお
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りました。 


それから年月が流れ、今では、私たちの教室に南米の人は、ほとんどいません。1人、2人く


らいです。ほとんどは、実習生です。 


今のお話にもありましたように、日本語を学ぶメリットが、実習生の方たちにはあるというこ


とが分かっています。 


それは何かというと、日本で、実習生として来るんですが、その間に日本語を学んで、


N3,N2,N1などを取って国へ帰ると、すごくいい仕事に就けるということです。 


あるベトナムの方に聞いた話では、N2を取って国へ帰ると、日本に行く以前と比べて給料


が10倍になると。そういうことがあるので、日本語能力試験の勉強をしたいという人がとても


多いです。 


オリーブは、そもそも、勉強したい人は誰でもいらっしゃいという形をとっていたので、最初


は本当に生活者の方ばっかりだったのが、だんだんと実習生の方に置き換わってきて、これじ


ゃいけないなと。 


何がいけないかというと、企業が努力をしていないんじゃないかと。 


法律にもありますように、日本語を学ぶ機会を与えなければならないと企業に課せられてい


るにもかかわらず、実習生を複数オリーブに連れてこられる受入企業さんもあり、企業の方が


連れてこられたときは、せめて、オリーブの賛助会員、年間3,000円という格安なんですが、


賛助会員になってくださいというお願いをしているんですが、それすら、なりませんという企業


の方もいらっしゃいました。 


企業にはいろんな企業があると思うんですが、自分のところで、例えば、日本語教師を雇っ


て、日本語を教えればいいなと思うんですが、それをせずに、ボランティアに丸投げしているの


はちょっとどうかなという思いがあります。 


もう一方では、実習生でオリーブに来られる方たちは本当に勉強熱心な人たちが多くて、一


生懸命勉強するので、ボランティア先生たちも、教えるのがすごく楽しいということなので、実


習生の人は企業に任せて、生活者しか受入れませんっていう形はとれないなと思っています。  


オリーブの先生方の中にも、最初は、外国に対する興味や多文化に対する興味など、いろい


ろなことで入ってこられた方でも、日本語を教えているうちに、もっとちゃんと学びたいという


ふうになって、日本語教育の420時間を取られるか、日本語教育能力検定試験を受けるとか、


日本語を専門に教えられるように、ステップアップしていかれる人もいらっしゃいます。 


もう一つ、私は、ボランティアの教室で教えるのと同時に、企業で日本語を教えたことがあり


ます。ある企業は、実習生の就業時間の午前の３時間を削って、週3回、有料で、私が雇われ


て、日本語を教えていました。そういう、まじめにやっている企業もあるということを、皆さんに


も分かっておいてほしいと思います。以上です。 


 


【委員】 


ずっと今お話しを伺っていますと、ほとんどが、皆さんが言ってくださったことと、同じような


ことになりますので、ちょっと短く、その他に気が付いたことをお話しさせていただけたらいいな


と思います。 


今、びわこ日本語ネットワークの会員教室は16教室あります。2か月に1回、運営委員会を


開いて、色んな事を話しているんですが、皆さん、何て申しますか、専任の事務をやってくれる


スタッフがいないものですから、たくさん事業をすると忙しい、皆さんそれぞれ自分の教室の


ことで精いっぱいなものですから、極力、あまりたくさんの事業はしないでおこうというスタン


スでいます。 


その中で、大きな事業として、ボランティア指導者養成講座を滋賀県国際協会と共催でさせ
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ていただいています。これは、BNNが発足してから、ずっと25年間続いていることで、もう


BNNとしては、必須の開催事業なんです。 


もう一つが、びわこ日本語ネットワークという、多文化共生に向けて名称を改称したときから、


学習者が皆の前で、日頃の学習成果を見ていただきたいということ、それから、来ていただく


会場のお客様には、いろんな国の文化や、色々な違いを感じ取ってほしい。いろいろな経験を、


そこでできるということで、外国人による日本語スピーチ大会を始めました。 


運営委員会などでいろんなことを聞いておりますと、本当に、教室によっていろいろ指導の


こと、指導方法、全てにカラーがありまして、いろいろ、まちまちなんです。 


この間聞きましたのは、ボランティアだから、楽しくやればいい。という意見があったり、いや、


そんなことはない。という意見。今は、能力試験のN2とかN3、N１をちゃんと取っておくと、帰


ってから、お給料のことなども大きな違いがありますし、そういうことを、いろんなことを私は耳


にはするんですけれども、本当に、テキストなしでずっと顔を合わせて話しをしている教室や、


一生懸命頑張っているところなど、本当にいろいろです。 


やっぱり悩みとしては、指導者の高齢化。若い人がなかなか来てくれない。という悩みがあ


って、リタイヤされた方がほとんどであり、多いということです。 


新しい指導者が大体1年間にどれぐらい入会してくださるかと聞きましたら、10年以上前に


は、10人でも20人でもそういう複数の数が出てきたんですけれども、最近聞くところでは、1


人だったとかね、5人だったとか10人以内が多いです。それほど、新しくボランティアしてくださ


る方が、多くない。少ないということです。 


それと、ボランティアに求められること、やっぱり能力試験とかの指導となりますと、かなり準


備をしないといけません。お話の相手をしていればいいというわけにはいかないので、しばら


く来て、私はやれないという人もいらっしゃいます。大丈夫と言うんですけれども、そういう方


もいらっしゃいますね。 


教室に聞きますと、そういうこともよくお話がありますし、やっぱり今はその防災とか何かい


ろんなこともお話し出ましたけれども、1番よく話題に出るのは、能力試験。それに向けて頑張


っている教室が多いようにも思います。でも、もうそれは全然という教室もおありのように伺っ


ております。 


この間こういうお話を聞きました。それがいいのか悪いのかとかそういう話ではなくて、コロ


ナ禍ですから、オンラインでやろうという。 


私たちもこれからオンラインでやりたいと考えています。それで、少しBNNでお話してみまし


たら、オンラインにすると、受入れ方にもよるんですけれども、時としては、外国からとか、知ら


ない遠いところから、地域の方ではない、生活者としての外国人の人ばかりではない。ほとん


ど遠いところの人が多いと。 


そうすると、ちょっと趣旨と離れることがあるということが出てきまして、全くそういうことは


考えていなかったので、そのあたりはどう考えたらいいのか、心を広く、みんないらっしゃい、


日本語を頑張って勉強しようっていう姿勢でいるべきなのか、市民の税金を使ってしてらっし


ゃるところだったら、少しは生活者を優先にされるのか、私はその辺がちょっと分からないまま


に、このところ悶々としているところです。 


 


【委員】 


滋賀県には日本語学校というものがなく、ボランティア教室が多いということもあり、滋賀県


で教室、学校をするっていうこと自体にはなかなか無理があるのかなということも思いながら、


どんなニーズがあるのかということで、地域のボランティア教室の現状なんかを近江八幡を中


心にお伺いしますと、やはり今おっしゃったような問題として、生活の日本語を求めておられる
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ところの場所に、多くの技能実習生の方がおいでになって、彼らとしては、資格を取ることを求


めておられて、なかなかこう、今来られている、生活日本語を求めらる方と合わない部分で、


中には、生活日本語を求めておられる方が辞めていかれるという現状があったりもしました。 


あるいは、指導者の質というか、指導力の問題もある中で、なかなかN1、N2対策という形


では展開できないということもありました。 


私どもとしては、日本語能力試験のN1,N2,N3,N4対策コースという対策コースに特化を


するような形。それから、プライベートで自分の時間で真剣に勉強して資格を取りたいと思っ


ておられる方。それから、企業や団体で求められるところに講師の派遣をするという形の日本


語教室の展開をと考えておりました。 


昨年からの実施で準備を進めていましたが、残念ながら、コロナで教室関係は全部出来な


くなってしまって、現状では今ほぼプライベートのみ、３件ほど進めているところです。 


オンラインと対面とのハイブリッド形式と言いながらやっておりますけれども、オンラインだけ


ではなかなか難しいところがあって、対面も含めて併せながらやっていくというやり方をやら


せていただいています。 


京都の経験から言ってもそうなんですけれども、日本語教師の皆さん方は、収入としては低


いものがございます。皆様方御存じかと思いますが、日本語教師の単価としては、大体時給


1,700円～1,800円くらいが普通でございます。私どもでしたら、英語の教師でしたら、１時間


の指導に対しては、2,500円～3,500円というお給料を払うのが相場ということになりますが、


日本語の教師については、都会、京都でも1,700円～1,800円というのが通常となりますと、


これで生活をされる先生方はおられない。というような現状でございます。 


ですから、それだけで生活できないというのが現状ではないかなと思います。 


そんな中では、滋賀県はどうなのかというと、ボランティア教室が多くある中で、資格を取ら


れても、自分の生業にできないという現状がある中で、私どもとしては、利益を求める団体で


はありませんから、ぜひそういう教師の資格を取っている先生方のお仕事になるような形での、


日本語教室を目指していこうとしているところで、地域とは少し違う形をとらせていただいて


いるところであります。 


生徒さん、企業さん、お話をしに行っても中々成約しないというのは、それだったら、無料の


所に行くみたいなことで、無料の所へ行くというのが非常に多かったり、昨年度では、学校教


員の方、大学に来ている研究生、研究者の方たちから求められても、コロナで学校が閉鎖され


ているのでできません。とか。皆さん、経済的にそこまでかけて勉強するかというところで、な


かなか最後迷われる。というのが多いのではないかと思っております。 


あと、できれば私どもとしても、地域の外国の方、外国にルーツを持つ方との住みやすい社


会をつくるということをねらいとした教室でもありますので、一つは先ほどの話にもあった、夜


間中学という、キーワードがございましたが、その辺でも、滋賀県の教育委員会とも少しお話


をさせていただいて、そういうキーワードでもできないかと、探ってはいるところでございます。  


日本語教室だけではなく、夜間中学ですね。都道府県に必ず１つはということらしいですが、


滋賀県にはまだ現在できていないということでして、それもできるかどうかということも、これ


もニーズも含めて同じく課題があるなと思います。 


 


【委員】 


冒頭あいさつで、令和元年度から京都府がこの文化庁の総合的体制づくり事業を活用して


やっていますと言いましたけれども、実はその前身の事業がありまして、文化庁の生活者とし


ての外国人のための日本語教育事業というのがありまして、これは国際センターが単独で平


成23年から平成30年まで、活用させていただいていました。なので、文化庁から直接うちが
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いただいてやっておりまして、事業概要としては、日本語教室、うちには直営の教室があります


のでそれをやっています。 


あと、人材の養成研修ということで、主にボランティアの養成と、既にボランティアをされてい


る方のスキルアップの研修を中心にやっていまして、これをベースに、元々教室がない、日本


語教室空白地域というんですけれども、8市町村、空白地の解消を進めてきたところで、京都


府には26市町村あるんですけれども、今、16の市町村で教室があるという状況になっていま


す。 


あと学習教材の作成ということで、直営でやっている教室のテキストはオリジナルで作りま


したし、ネットワークの構築、教室間のネットワーク構築と、日本語教室の理解促進ということ


で、シンポジウムとかですね、一般の府民の人たちに知っていただくような、機会を提供するよ


うなことをやっていました。 


その後に、令和元年度から、京都府が体制づくり推進事業を活用していただいて、京都府


から補助金をいただいているんですけれども、京都府がやったことはこれから滋賀県さんもや


られると思いますけども、実態調査。実態調査をもとに、京都府の地域における日本語教育推


進プランを作りました。 


去年ですね、プランをつくった後に、実際事業の実施ということで、専門家を活用した初期


指導教室というのをつくったんです。 


実態調査でアンケート調査をしたとき、教室が困っておられるのは、全くゼロ初級の方が来


られたときに、ボランティア教室では負担だということをずっと前から皆さんおっしゃっていた


んですけれども、それを解消するために、ボランティアではなくて、プロの日本語の先生がおら


れる日本語学校さんにお願いをして、初期指導教室、これは京都府直営でやっていました。 


やっていたというのは過去形なんですけれども、今年は出来なかった。ということがありま


す。 


あと京都府が進めているのは、地域日本語教育コーディネーターの委嘱ということで、府内


全ての教室からコーディネーターを出してもらうというか、そういうのを進めていったり、企業


を含めた地域での日本語教育にかかる意見交換会ということを進めているところです。 


京都府の日本語教育の進め方でとても重要になるのは、京都にも日本語教室のネットワー


ク組織、「京都にほんごRings」というのがありまして、府内の22教室が参画しているネットワ


ーク組織で、ここにはプロの日本語教師の方なども何人かおられ、大学の先生とかですね。入


っていただいておりますけれども、プロの有資格者の方を中心に、研修チームというのがあり


まして、その研修チームに先ほど私申し上げましたボランティア養成講座をお願いしていて、そ


こで、ボランティアの養成に携わっていただている。ということをやっています。 


京都府内で日本語教育を進めていくための課題があるんですけれども、日本語教育という


ことを行政もそうですけれども、一般府民の方に知ってもらわないと進まないという話で、シン


ポジウムなどをして、知らせようと思うんですけども、参加するのは大体関係者なので、そこは


新聞などのメディアを活用して、ちょっと大きな記事にして読んでもらうぐらいのことかと思っ


ています。 


府民の理解がないと、なかなかそこに行政としてもお金を使えないというのもありますし、行


政の方、市町村も全然お金がないので、そこを、府民の皆さんが望んでおられるという下地が


ないとなかなか進まないかなと思っています。 


今までお話出ましたけど、技能実習生への対応について、教室で対応するべきかどうかって


いう話もあります。 


私がずっと思っているのが、日本語学習支援と、日本語教育はちょっと違うことだと思って


いて、地域のボランティアの方々でやっておられる日本語教室は、日本語学習支援だと思って
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います。日本語教育はやっぱり公的な住民サービスとしてされるべきなので、本当だったら国


が。 


滋賀県さんも、お金困っているかもしれないですけど、この事業は2分の1出さないといけな


いんですね。京都府もそうなんですけれども、裏２分の1を各地域が負担しなければならない


ので、今までやってこなかったところで、2分の1を出すことが結構辛いんですよ。何百万とか、


何千万とか。なかなかそこが、全国的に進まない。 


今までやってこられたところは、それを裏にして倍額もらえるので進んでいくのかなと思いま


すが、これから格差が出てくると思います。京都府も、こんなことを言ってはなんですが、2百


数十万円しかもらっていない。京都市さんは1,200万円もらっている。 


そういう格差がやっぱり出てくるのかなと思っていて、ここはやっぱり国の公的サービスとし


て、日本語教育は進めていかないといけない。 


一方で、日本語学習支援というか、ボランティアの活動は、その地域住民と外国人住民がつ


ながる場というか、居場所ということがとても重要で、先ほど災害時のセーフティーネットの話


が出ましたけども、そういうところで日本語教室はこれからも、存在する必要性というか、価値


が大きいと思うので、そこは両輪で進めていくべきだと思っています。 


 


【委員】 


米原市の多文化共生協会です。まず1点目の取組の状況です。米原市外国籍市民の方で


すけれども、約550人前後くらいです。近年ベトナムの方が1番多いんですけど150人くらい、


その次が中国等々で150人、その後ブラジルで150人、あとその他です。 


もともと、米原会場と山東会場、米原市は広く、彦根側から、関ヶ原側までありますので、二


つの会場でやっていました。それは、ベトナムの方が参加しておられたということでやったんで


すが、近年、米原だけかもしれないんですが、ベトナムの方につきましては、エンジニア研修、


いわゆる実務者研修等で来ておられます。非常に期間が短い。 


その関係で、従来、日本語教室に参加しておられた方が参加されなくなりました。したがい


まして、私どもの、生徒さんについては、ほとんどがブラジルの方または中国の方です。 


以前は、先ほど来から出ていますように、N3,N1を目指して、教室に参加されていて、過去


には卒業生の方が、大学まで進まれたということも聞いています。 


でも、現在では、ほとんどの方が、ここで申し上げると、N5くらいですかね。本当に基本的な


日本語程度を一生懸命頑張ろうというふうな形で、参加いただいているのが現状です。 


運営体制等ですが、指導者の状況と重なるわけでございますが、生徒の数は大体30人ぐら


いを前後に、教室自体は進めております。当日参加される方は入れ代わり立ち代わりメンバー


が変わりますが、大体10名を少し超えるぐらい15名ぐらいですね。ボランティアの数につきま


しても、登録は15人程度登録いただいているわけではございますが、当日参加いただける方


は、半分の約8人で運営しているのが現状でございます。 


次に市との連携ですが、米原市から外国籍市民等支援事業委託という事業委託を受けて


います。それは日本語教室のみではなくて、主たる目的は、行政からの翻訳通訳、また、外国


籍市民からの相談業務を受ける、というのが主たる業務で、非常に残念なんですが、そのつい


でに日本語教室をやってもいいですよというような流れになっています。これは補助ではなく


て、100％の委託です。仕様書に基づいた形で業務を受けさせていただいております。 


課題等ですけれども、これも相談業務と絡むんですが、先のコロナの関係で、150人程度ブ


ラジル籍の方がおられるのですが、ほとんどリストラされています。最悪なのが、人材派遣会社


で、雇用保険に入っていないです。市に行っても全然通じない。そして、やむを得ず今、社会


福祉協議会の貸付金にバトンタッチした形で、1回目が終わって今2回目も終わりました。 
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もう本当に、とんでもない状況になっています。日本語教室１回200円いただいているんで


すが、その200円すら、払えないという状況になっています。その関係で生徒も減っています。


これどうなるかと、このままほおっておいたら、負の連鎖になりそうです。 


もちろん大人もそうなんですけれども、うちの日本語教室は子どもも参加しています。学校


の方では週１回だけ、特別支援教室で、日本語教室をやっています。それで、うちが土曜日に１


回、本当はもう1回やりたいんですが、教育委員会が学校を貸してくれないので、学校マター


で出来ないのが現状です。 


日本語教室が全くなくなってしまうと、小学校の間にせめて日本語を分かってもらって、中


学校に送ろうというのが、僕らの目指している姿なんですが、中学に行くまでに日本語が覚え


られないんです。 


ということは、中学校で線を引いているんですよ。同じ土俵に乗らない。そうなった場合、高


校に行けない。高校に行けないと、いわゆる普通の就活が出来ない。また人材派遣の方へ行


ってしまう。人材派遣の方へ行ってしまったところで、結婚されて、子供が生まれる、結局そこ


では安定した生活が送れないので、結局また子どもが日本語をしっかり覚えられずに、高校を


出られず、人材派遣の方へ行ってしまう。というこの負の連鎖にはまってしまう。 


このような可能性がかなりあります。それが今、相談を受けている中で1番大きな問題かな


と思います。ちょっと日本教室とは少し離れてしまうんですけれども、間接的に、今、うちの通


訳さんを含めて悩んでいるところです。 


 


【委員】 


まず、地域日本語教育の取組の状況なんですけれども、甲賀市には３つの日本語教室があ


ります。うち一つは、信楽でしているんですけれども、文化庁の事業を受託して、昨年度から、


実施しているものです。各教室によって、開催数はまちまちなんですけれども、概ね隔週から


月１回という形でしております。  


続いて、教室の運営体制なんですけれども、ボランティアさん主体なんですけれども、有償


の方もいらっしゃいますし、無償でされてる方もいらっしゃいます。 


教室の運営に関する資金であるとか場所であるとかは、市か、協会を通して市からという形


で提供しております。 


続いて、市との連携なんですけれども、各教室のリーダーと国際交流協会等と市役所が参


加するネットワーク会議っていうのを、大体年間1、2回ぐらい開催しています。 


学習者の状況なんですけれども、これも教室によってまちまちで、8名のところもあれば、1


回40名ぐらい参加しているところもあります。 


学習者の特徴ですけれども、コロナ前は、ベトナムとかインドネシアの技能実習生とか、技・


人・国の方が多いイメージでした。コロナの後になって、先ほど、鍔田さんの方からもお話あり


ましたけれども、失業された方がたくさん出たので、ブラジルとか、ペルーの出身の定住者、永


住者の方が増えました。 


学習者のニーズですけれども、能力試験のための方もいらっしゃいますし、就職のため、生


活のためという感じで、すごく多岐に渡っていて、ボランティアさんとしてはなかなか対応が難


しいところがあります。 


続いて、指導者の状況なんですけれども、これは皆さん、たくさんの方が既に指摘されてい


たんですが、やはり不足している状態で高齢化も進んでいる感じです。 


今までの経緯からして、市がボランティアさんに日本語教育を丸投げしてきたというような


部分もあるので、ボランティアのハードルが結構高くなってるんですね。全ての人がボランティ


アが出来ない状態というか、気軽に参加できないっていう部分がありまして、そういうところも
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後継者不足に影響しているかなと思います。 


続いて、課題なんですけれども、今まで、こちらのほう、皆さんがおっしゃっていただいたよ


うな課題は概ね当てはまるような感じです。 


あと、昨年度文化庁の事業を受託してたんですけれども、それを通して感じたのは、先ほど


近藤さんか言ってくださっていたんですけれども、やっぱり多文化共生の観点からいうと、地


域日本語教室っていうのは絶対に必要なんですけれども、日本語保障としては、ちょっと基盤


が弱いかなというのは感じました。 


やっぱりボランティアさんの中には、日本語をしっかり教えるんじゃなくて、交流がしたいと


いう方はたくさんいらっしゃって、でも学習者からは、もっとしっかり教えてください。っていう


ニーズも出てしまうので、そういう中でもう、私できないので辞めます。みたいな方もいらっし


ゃったので、誰もが参加できる地域日本語教室と、ちゃんと公的に日本語保障を行っていく、


市が担うべきところを作ってあげないといけないかなと思います。 


あと、ボランティアさんから、よく言われたのは、日本語ゼロ初級の方が信楽地域は多いの


で、コミュニケーションが全くとれない中で、どう教えたらいいのか分からないっていうので、


すごく困っていらっしゃいました。 


あとですね、コロナ禍での課題なんですけれども、甲賀市の日本語教室は昨年度でいえば、


ほぼ開催出来ない状態でした。こういうところが、やっぱりボランティアさんの体の安全という


部分から、市から、強制的にしてくださいということは出来ないので、日本語保障は出来てい


ないかなというふうに感じました。 


あとは、先ほどもお話出ていた、派遣切りに遭った方が多くて、そういう方たち、特に高齢者


で日本語が話せない方は、ほぼ再就職が出来ないとハローワークから聞いています。貸付け


の話も出てたんですけれども、甲賀市でいうと、4.2％が外国人の方なんですけれども、貸付


を受けている人の55％ぐらいが外国人だったんです。かなり高い割合の方が貸付を借りられ


ている状況です。 


そういう状況を踏まえて、市が主催で、ビジネスマナーであるとか、面接の受け方を少し学


ぶようなセミナーを企画したんです。その中で、参加者さんの経歴を見たら、母国では英語の


先生をしていましたとか、看護師さんをしていましたという方がいらっしゃったんです。そうい


う高い能力をお持ちなのに、結局日本語の壁があって、日本では単純労働者というか、製造


業しか、いけないなっていう方がとても多かったです。 


それは本当に本人にとっても、自己実現が出来ないというようなことは不幸だと思いますし、


市としてもそういう方たちに御活躍いただけていないというのは、すごくマイナスなことだとい


うふうに感じました。 


あとは、これはちょっと話がずれてしまうかなと思うんですけれども、最近、高校へのヒアリン


グを行いまして、甲賀市から通える高校に訪問して、外国人児童生徒の状況どうですかという


ような話を聞いたんですけれども、甲賀市からですと、石部高校ですとか、信楽高校とかが、


外国人児童生徒の方が通いやすい、受皿的な存在になってくれているんです。 


そういうところに聞いてみると、やっぱり小中学校での日本語の教育が十分ではないので、


高校に入ったけれども、結局退学してしまう子もいますし、どうしてもその就職先としては派遣


会社を選ぶ方が多いというふうに伺いました。 


 


【座長】 


どうもみなさん、ありがとうございました。皆さま専門の領域を抱えていらっしゃいますので、


とても興味深く伺いました。 


まとめようにもまとめようがないような状況なのですが、ざっくりまとめますと、滋賀県は従
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来から、関西では1番日系人が多いところと言われてまいりました。ところが、ボランティア教室


の先生方にお伺いしますと、実態はむしろそういう南米の方は減っていて、ベトナム、中国の


方たちが多い。 


前のブラジル、中国が多かった場合には、生活者の方が多かったんですけれども、今は、技


能実習生が結構な数を占めている。ちょっと乱暴に言いますと、技能実習生の方たちはむしろ、


日本語能力試験のN2とかN3を取得したいということが非常に大きな目的である。その辺が、


生活日本語を学びたい、従来の方達のところにベトナム、中国の方たちが入ってきている。 


ところが、このＮ２,N３というのを取ったとしても、上原さんのおっしゃるように、必ずしもコミ


ュニケーションを保障しない。母国に帰って、起業する場合の、ある程度、武器にはなるんだけ


れども、日本国内で過ごすためには、それはN2、N3というのは必ずしも武器にはならないと


いうことでした。 


各ボランティアの教室では、問題が色々あるんでしょうけれども、まず一つは成り手がいな


いという問題、新しい人、若い人が中々入ってこないという問題。そして高齢化の問題ですね。


前からいらっしゃる方がずっとそのままやってらっしゃって、高齢化が進んでいる。 


もう1点は、指導力がまちまちである。特に、ゼロ初級の方になってくると、どう教えていいか


分からないという点。この点は、京都の方ではもう既に手を付けていらっしゃいますけれども、


それがなかなか、滋賀県内では、まだまだどうしていいか分からない。それでボランティアをや


めてしまうという人もいる。 


一方ですね、米原市あるいは、甲賀市では、ブラジル、中国の方も今、また増えてきたと。生


活者としての日本語を学びたがってらっしゃる。ところが、日本語の以前にですね、コロナ禍で、


リストラのすさまじい嵐が吹いている。 


結局、人材派遣に登録すると、基本的には大した保障がない。そうすると、負の連鎖とおっし


ゃいましたけれども、若い、働いていらっしゃる方の子どもさんたちが、思春期が終わって、子


どもが生まれて、また派遣のようなところで勤めていると、結局家族としての将来が描けないと


いう状況に陥っている。同じような状況が甲賀市にもあって、公共の貸付金もかなり受けてい


るという深刻な状況ということでした。 


皆さんにお時間を守っていただいたおかげで、30分近く、質疑応答の時間がございます。


各委員の方からの御報告もそうですし、その前に事務局の方でなさったこの事業の説明につ


いてでも結構でございます。どなたでも結構ですから委員同士あるいは、事務局に対して、御


意見や御質問があれば伺いたいと思います。よろしくお願いいたします。 


 


【事務局】 


京都府から補助金的なお金が行っているというふうに、おっしゃっていましたが、どういう補


助金なのか教えていただけないでしょうか。居場所づくりとおっしゃったような気がしますが。 


 


【委員】 


「地域交響プロジェクト」という、地域づくりのための助成金があるんですけれども、それを、


昨年度から、多文化共生というテーマを新たに設けまして、そこで申請していただくと、助成金


ということで教室の運営とかでも使っていただくという観点でやっています。 


文化庁の事業を活用して、教室に何らかお金をお渡しするということはなくて、地域と連携


してやっているのは、先ほどちょっと申し上げました、ボランティア養成、ボランティア不足という


のは、どうしても各教室から出てくるので、毎年どこかで、ボランティア養成講座はやっていま


す。去年は６か所、今年も５、６か所くらいで。京都を振興局で分けて、各エリアではやるように


はしています。 
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なかなかその教室運営で皆様が困っておられるのは、会場代とか、教材を買うお金がない


とか、ボランティアの交通費を払いたいとか、そういうところなので、そういうところは先ほどの、


「地域交響プロジェクト」を使っていただいて、そこに充てていただくみたいなことなんですけど、


なかなかそんなにスムーズに展開しているわけじゃないです。 


先ほど少し言いましたけれど、京都も専門家を活用した日本語教育機会の提供というのが、


日本語教育推進プランに書かれているんですけれども、去年で専門家を活用した初期指導講


座というのは、一旦終わってしまった。 


それは京都府の内部で市町村がやるべきだ、とかいうよくある話です。市町村がお金を出し


てやるべきだ。みたいなところを、なぜその府がやるのかというような話とかが、やっぱりどうし


ても出てくるので、そこがちょっと解決していないんですけど、なので、ゼロ初級の対応は、今


年度は初期指導の方法を希望された教室に専門家を派遣して研修をするっていうようなこと


で留まっているので、そんなに、京都府でも上手くいっているわけではない。 


 


【座長】 


夜間中学は、今、国の方で全都道府県に1校はということにしているようですけれども、滋賀


県にはまだない。これは入学資格というのは誰でも入れるようなものではなくて、確かあったと


思うんですが、どなたか、分かりますか。 


 


【副座長】 


昨年も夜間中学検討会にも出さしていただいておりまして、今年も教育委員会の方でもう


少し幅を広げた検討会をされます。都道府県に１校っていうのは、滋賀県の方にできるかでき


ないかはわからないけれども、今検討はされている状況です。 


入学資格に関しても、各都道府県で資格は色々なようなんですね。それも昨年度も意見が


ありまして、できるだけ幅広い条件で入るようにはしたいというようなことでした。 


必ずしも中学校を終えた人は入れないとか、そうすると、引きこもりであったりする方が、学


び直しが出来ないので、そういう方も学べるように配慮はしていこうみたいな話にはなってい


るんですが、何しろ、まだすべての概要が検討中なので、資格も含めて検討はされているとこ


ろ。 


 


【座長】 


数は正確じゃないんですが、全国で今、夜間中学生は1,700人くらいだったかな、7割ぐら


いが外国人。外国人の学び直しの場といいますか、日本語の保障的な役割をしていると聞い


たことがございます。 


 


【事務局】 


企業さん向けの日本語コースを始められたということお話について、難しいところもあると


おっしゃっていたのは、どういったところで企業さんとしては、コースを活用するのが難しいと


思われるんでしょうか。 


 


【委員】 


まず、予算の問題ではないかと思います。ストレートにおっしゃられたんですけど、どう考え


ても予算の問題かと思うのが一つ大きなところです。それから技能実習生の場合、意欲も含


めて、中々高まらない子もいる中で、レベルをまとめられないということなんかも、聞いてまい


りました。N4を取って、延長していくことを望んでいる人もいれば、全然そうじゃない人もいる。
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その子たちをまとめる力が企業の中にいない。お世話役がいないということなどもお伺いして


おります。 


 


【委員】 


令和3年度の事業内容の中に、推進計画の策定と実態調査の実施があるんですけれども、


三重県で昨年度実態調査を行った際の反省点を踏まえて、一つ意見としては、対象の中で、


監理団体と外国人雇用事業所があるんですけれども、三重県では、この２つを一つの集計とし


たんですね。 


南米系で派遣会社で勤めて事業所に入っている人と、技能実習生として入っている人って、


そもそも実態が大分違いまして、企業のニーズとか従業員に対して求めている日本語教育、


どういう日本語支援しているのか、大分違うので、それは分けて、集計するといいかなという


ふうに思います。 


雇用事業所も直接企業の調査ではなくて、派遣会社に登録している人については、企業は


自分たちの従業員ではないので、実態がわからないということがあります。どちらかというと、


派遣会社に聞くのがひとつかなと思っています。 


それから県内市町の回答を求める場合に、市町の担当が回答するのではなくて、県民の意


識も図るということで、自治会の人に意見を求めるような調査の仕方が必要かなと思うんで


す。 


要は地域で日本語がわからない外国人がいることについて、何に困っているのかということ


が一つ知りたいなというふうに思います。 


私も住んいでる地域では、自治会の副会長でして、何人か外国人が入会しているんですけ


れども、やはり結構トラブルが、日本語がわからないことであるということが把握できましたの


で、そういうのも知ることができるといいなと思いました。 


 


【委員】 


誰にお伺いすればいいか分からないんですが、技能実習生とは別に、「私は研修生です。」


というベトナムの方が多いんですが、研修生の方と言うのはどういった経緯で日本に入って来


て、ビザはどうなっているのかとか、そういうことをちょっと教えていただけたらと思います。 


多分、企業の直接雇用のようなんですが、派遣会社が入っているような感じもするんです


が、詳しく分からない。 


その人たちは、日本語を勉強はしているんですが、実習生のように、どこかの学校で、日本


に来る前に送り出し機関の指定校に行った感じではなくて、何か自分で勉強しました。みたい


な人が多いように見受けられるので、教えていただければと思います。 


 


【副座長】 


研修生と言うと、同じ人を言っているかわからないんですけれども、エンジニアで技・人・国


で入って来られる、在留資格的には、技術で入ってこられている方です。2種類ありまして、技


能実習生と同じような扱いで、言わば安い労働力として、でも期間の区切りがないので、仕事


は同じ事をさせているけれども、ビザ的には、エンジニアというので入らせて使ってらっしゃる


企業さんも一部いらっしゃるっていうのは聞いています。 


それと別に、やはり、技能実習生が3年や5年で帰ってしまうので、後継者不足に悩む会社


がすごく県内に多いので、そういう方が直接、技術の方を雇用して、ずっと正規の職員、労働


者として雇ってらっしゃるところが、最近は増えていらっしゃいます。 


そういう方々は、元技能実習生で日本語知っていてっていう方も、結構いらっしゃるみたい
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ですし、もちろん独学で、何らかの方法で日本語を学んで来られている方もいらっしゃるので、


結構家族滞在ですね、子どもさんや奥さんと一緒に来られて働いてらっしゃる方がおられます。


多分その方々なのではないかと思います。 


 


【座長】 


なぜなんですか。 


 


【副座長】 


それは、期間の限定がないから。ビザはもちろん3年とか5年とかいう資格が出るんですけ


れども、延長が絶対出来ないとかではなくて、会社が雇用する限りはずっと延長できます。 


 


【委員】 


私も、監理団体をされている皆様の中に加盟している企業さんの中で聞かせてもらったの


は、元技能実習生の方で、特に技術とか高い日本語能力があるという方を技・人・国で在留資


格を変更して、エンジニアとして受入れされ、その方が、毎年増えている技能実習生の通訳兼


指導役をされているという会社がありました。 


皆が皆そういう形にはならないんですが、そういった在留をされる方も増えてきているのか


と思います。あと、監理団体さんの通訳として、実習制度の卒業生の方を呼び戻したりして、そ


の方が同じく、日本語を教えたりとかされている。 


 


【座長】 


日本語教室についてお伺いしたいんですけれども、エンジニアにしろ、技能実習生にしろ、


勤務が終わってから夕方来られるんですか、それとも週末に来られるんですか。 


 


【委員】 


土曜日にやっている教室に来られます。 


 


【座長】 


技能実習生や技術の方は何か月ぐらい教室にいらっしゃるんですか。 


【委員】 


実習生に関しては、３年で１度帰って、あと２年という方もいらっしゃいますが、大半はずっと


3年や5年続けて来られて、その後、先輩から聞きましたという形で後輩がやってくる。ずっと


同じ会社の同じ国の人が来ています。 


 


【座長】 


丸投げという言葉もありましたけれども、自主的に通うんですか、それとも、企業の意向で


来るんですか。 


 


【委員】 


それは分からないんですけれども、先輩から聞いてくるということなので、自主的かなと思


います。時々企業さんが、日本語が分からなくて困るからといって、何人か連れてくることがあ


ります。ほとんど分からないレベルの人から、ある程度、『みんなの日本語』の25課くらいまで


終わってくるという、少し分かる人と、２パターンで、ちょっと分かる人の方が長続きします。 
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【委員】 


今のお話なんですけれども、最近、ゼロ初級というのは、大津の場合、草津もそうでしょうけ


ど、少ないですね。ほとんどいらっしゃらないんですよ、生活者として来られる人は。向こうで3


か月とか6か月とか勉強して、N4ぐらいを終わってから来る人が多いです。だから、そこそこ


会話は出来る。 


 


【委員】 


N3取らないと、クビになって帰らなければならないという話もある。雇う側の企業が、一応、


実習生は3年なんですけれどもそれ以前に切ってしまうこともあるようなんですが、どうなんで


しょうか。 


 


【委員】 


介護職種に関しては、日本語要件がありまして、初年度の１年目の時は、N5,N4以上。１年


目から、２年目、３年目の技能実習２号に移行する時に、日本語能力がN3ないと、介護職種の


場合は、在留できない。資格変更ができないという制度になっている。それ以外はそのような


要件は制度上ない。 


ただ、現場で必ず日本語が理解できないと、特に建設関係の現場ですと、事故のリスクがあ


るので、その段階で入らせてもらえないというのは、聞いたことがあります。 


 


【委員】 


企業が直接、現地に行って採用する流れを作られている場合もあるし、いろいろでしょう


ね。 


 


【委員】 


いろいろです。現地の送り出し機関が学校を設けて、日本語なり、日本で学ぶ技術も含め


て、ベースのところを教えておられるような場合もありますし、そのレベルはかなり振れ幅があ


ると思います。 


 


【委員】 


三重県で一つ例があるのは、登録支援機関が最近できるようになってきていて、例えば、外


国料理のレストランのオーナーさんが登録支援機関として登録して、知り合いなどを呼んでく


るということができるんです。それが結構ハードルが低くなってきていて、そこの日本語教育が


あまり保障されてないという課題が出てきています。 


 


【座長】 


日本語教室では、教科書は何を使われていますか。 


 


【委員】 


教科書は、初級は『みんなの日本語』を使っていることが多くて、テストを受けたい人たちは、


N2,N3,N4などの問題集を使っています。 


 


【座長】 


日本の教科書としては『みんなの日本語』が多いんですね。中級や上級の教科書というのは


ないわけですね。あとは受験対策用になると。 
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【委員】 


『みんなの日本語』の初級が終わって中級に行く人もいます。 


 


【座長】 


中級の教科書というのがあるんですか。 


 


【委員】 


『みんなの日本語』の中級もあります。 


 


【委員】 


『みんなの日本語』が終わってすぐに『中級へ行こう』というちょっと易しいのがあります。そ


れが終わってから、中級ぐらいへ行くという感じ。ただ、向こうで3か月6か月勉強して来た人


は、『みんなの日本語』で復習をしようと思っても、もどかしいから、まだ30課ぐらいも終わっ


ていない人でも、N4,N3を受けると言って聞かないんです。絶対駄目だと思っていても、受か


るんです。頑張っている。 


 


【座長】 


教科書としては、『みんなの日本語』がメインですか。 


 


【委員】 


オリーブはそうですね。でも、今は受験対策をやっているグループも多いと思います。人数


を言いませんでしたが、オリーブは、先生の登録が25人ぐらいで毎回20人は来てくれていま


す。学習者は20人～30人がコンスタントに来られるんですが、能力別、目的別で小さなグル


ープに分かれて勉強していまして、試験対策をやっているのと、それ以外が半々くらいかと思


います。 


 


【座長】 


意外とやっぱり、受験対策の比重が重くなっているということでしょうか。 


 


【委員】 


夜はほとんどそういう人なんですけれども、お昼に少人数ですが、働いていない人、子ども


を連れてブラジルから来た人などがいらっしゃる。そういう方は、能力試験よりも、学校から持


って帰ってくるお手紙について教えて欲しいと。本当に、この人たちが生活者としての日本語


学習者かと思います。この人たちがもう少し力をつけていただけるような指導方法などを色々


勉強しないといけないかなと思います。 


 


【座長】 


先ほど特にブラジルの方の状況について、危機的なお話も伺いましたけれども、何かその中


で、明るい話題といっては何ですが、改善の兆しなどの動きは見られるでしょうか。 


 


【委員】 


一点、私どもの通訳が熱心な方で、御縁あって来ていただいているんですが、その方のパイ


プで、地元の企業との繋がりを持ってくれて、アルバイトですけれど、行ってくれています。ブラ







19 
 


ジルの方は本当に純粋に捉えてくれているんです。借りたお金を足りないかもしれないけれど、


少しでも返しに行こうとしている。相談を受けて通訳する方は、待ってもらえばいいと言いたい


ところだが、前向きに捉えてくれているので、頑張れと。時給いくらかの収入を社会福祉協議


会から借りた、生活資金の返済に充ておられる。ちょっと残念というか寂しいです。 


 


【委員】 


派遣会社の方に聞くと、求人はないことはない。この前ベトナム人で派遣会社で通訳をして


いる方と話をしたときは、外から入って来られないので、むしろ、人は足りていないということ


は言っていました。あまり明るい話はないです。 


 


    【座長】 


滋賀県も地域性がありますので、他の地域では知らないようなこともありました。南米の方


の集住地区があったり、湖西の方には少なかったり、地域性が大きい問題かと思います。 


それではまだご質問があるかと思いますが、一応時間でございます。この際だから特に言っ


ておこうというありがとうございました。お願いします。 


 


【委員】 


今後のアクションプランがどのようなものになるのか、そもそものところを聞きたい。このアク


ションプランは、多文化共生のプランに基づいてとありますが、日本語教育の人材育成とか、


学習機会の提供とか。 


実態調査をして、ニーズを調べて、日本語教室でこういう教育をしていこうとか、そういうよ


うなビジョンなのか。 


三重県の調査では、企業の調査をしたところ、企業からは、外国人従業員が勉強してきた文


法的に正しい日本は、実際に使われる日常の日本語とは違って難しいと言うんですね。方言


があったり、主語が省略されることもあるので。求められている日本語と実際教えられている


日本語が少し合わないところがあるので、それを改善されるためのアクションプランを目指し


ているのか。それを各地域の日本語教室に反映することが目的なのか。 


それから、最初の部分でモチベーションのことをお話したんですけれども、外国人住民とし


て危機感をあまり感じてないところに問題を感じるんですね。 


最近、子育てにも日本語教育が十分でないことで影響が出てきているし。 


先日オンラインで日本語を教えているブラジル人の人がシンポジウムをみたいなのをしてい


たんです。おもしろかったのが、私たち外国人は生活者なのか、サバイバーなのか。ほとんどサ


バイバーなんですね、要は人に頼って生きているので生活者ではないという、そもそも日本で


生活をしてないというようなこともありました。そういうことを言えるインフルエンサーのような


人たちが発信できるようなワークショップ、シンポジウム的なものがあればいいなというのを思


いました。 


危機感を感じてないというところにも問題があるというふうに思います。 


 


【事務局】 


具体的な内容はこれから考えていくところですが、今、私の方で考えているのは、文化庁の


補助金を活用させていただこうと思っていますので、そのメニューの中から、多文化共生推進


プランの四つの方向性に基づいて、滋賀県の課題に応じた、プログラムを選んで取り組んでい


こうと思っています。今お聞きしている中で、ゼロ初級の日本語指導に課題があるとか、企業


との連携のところに課題があるとか、課題の中でもいろいろなものがあったと思いますので、
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どこに焦点を当てて、取り組んでいくのかというところを、また次回までにお示しできればと思


っております。 


 


【座長】 


本当に貴重な意見をお伺いできました。どうもありがとうございます。 


 


【事務局】 


ありがとうございました。 
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（仮称）骨子案


プラン策定の背景・趣旨
【背景】
（１）国の動向
○ 平成３０年（2018年）12月 「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」
○ 令和元年４月（2019年） 改正入管法施行
（出入国在留管理庁設置、在留資格特定技能創設による新たな外国人材の受入開始）


〇 令和元年（2019年）６月 日本語教育の推進に関する法律施行
〇 令和２年（2020年）６月 日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針策定
（２）県の動向
〇 令和２年（2020年）４月 滋賀県多文化共生推進プラン（第２次改定版）策定


【趣旨】
日本語能力が十分でない外国人が生活等に必要な日本語能力を身に付けられるよう、関係機関との連携のもと、日本語学
習機会の充実を図るための体制づくりを推進する。


プランの性格・位置付け
多文化共生推進プランに基づく、（２）「日本語および日本社会についての学習機会の提供」を推進するためのさらなる具体的
な取組の方向性を示す。


計画期間
令和４年（2022年）度～令和６年（２０２４年）度


国、地方公共団体、事業主の責務


第１章 基本的な考え方


現状と課題
○ 県内外国人人口 [2020年12月末 住民基本台帳人口]


・外国人人口：33,076人 過去最多、平成27年以降増加
（増加率H27→R2：+38.8％）
・国籍別人数・増加率（H27→R2）：
ブラジル（9,039人,+26.0%）、
ベトナム（5,903人,+546.5%）、中国（5,241人, +16.1%）
・在留資格別人数・増加率（H27→R2）：
永住者（9,669人,+17.8％）、
技能実習（5,461人,+81.4％）、
定住者（4,964人,+35.1％）
技・人・国（3,037人,+474.1%）


〇 県内外国人労働者
[２０２０年10月末 滋賀労働局 「外国人雇用状況の届出状況まとめ」]


・外国人労働者数：20,011人
（増加率H27→R2：＋63.5％）


〇 県内外国人雇用事業所
・外国人雇用事業所数：2,295事業所過去最多、8年連続増加
（増加率H27→R2：＋58.3％）


〇 県内日本語学習者
[2020年11月１日 文化庁国語課 「国内の日本語教育の概要」]


・学習者数：1,688人（増加率H27→R2：+101.9%）
〇 県内日本語教室
・ボランティア中心の地域日本語教室の開催（県内27教室）
・国による言語保障としての日本語教育機会の不足


〇 地域の日本語教室（学習支援）
・多様な教室活動（交流中心、日本語能力試験対策等）
・多様な教室形態
（オンライン、通学型、マンツーマン、グループレッスンなど）
・日本語学習支援者（ボランティア）の高齢化、不足
・指導力の差（初心者～有資格者）
・外国人雇用事業所からの依頼による学習者の増加
・学習者の変化
（南米出身者中心→東南アジア出身の労働者増加）


〇 事業主
・外国人従業員の日本語能力向上への期待
・外国人従業員に対する入職後の日本語学習支援の不足
・地域における日本語教育活動への関わりの不足


〇 学習者
・学習者の多様化
（技能実習生を中心とした期限付滞在者、高度人材や日系人な


ど、期限の定めのない滞在者、配偶者等）
・学習ニーズの多様化
（生活に必要な日本語、日本語能力試験対策等）
・日本語能力の差（ゼロ初級～上級）
・学習意欲の差


第２章 現状と課題


目的
言語・文化の相互尊重を前提としながら、「生活者としての外国人」が日本語で意思疎通を図り、生活できるよ
うになること。


目標
○日本語を使って、健康かつ安全に生活を送ることができるようにすること
○日本語を使って、自立した生活を送ることができるようにすること
○日本語を使って、相互理解を図り，社会の一員として生活を送ることができるようにすること
○日本語を使って、文化的な生活を送ることができるようにすること


【文化庁文化審議会国語分科会】
※「生活者としての外国人」とは
日本に居住する外国人の生活の側面に焦点を当てる言葉であり、わが国において日常的な生活を営むすべての外国人を指す。


第３章 目的・目標


本県における喫緊の課題
〇 地域の特定課題への対応（技能実習生をはじめとする外国人労働者の急増への対応）
〇 地域社会とのつながり、交流、居場所としての地域日本語教室（日本語学習支援）への支援
〇 県民の理解と関心の増進、多様な主体の日本語教育活動への参画の促進


第４章 施策の展開（アクションプラン）


【取組のイメージ】
・ 日本語学習に関する情報提供
・ モデル事業の検討（企業と連携した新たな学習機会の創出）
・ 国の標準的カリキュラムを活用した日本語教育プログラム、教材研究


１ 日本語学習機会の提供


【取組のイメージ】
・ 日本語学習支援者確保のための研修
・ やさしい日本語の普及


２ 日本語教育人材の育成


【取組のイメージ】
・ 総合調整会議の開催
・ コーディネーターの配置
・ 地域における日本語教育を推進するためのセミナー開催
・ 県民の理解と関心の増進（日本語教育に関する取組のPR、情報発信）


４ 地域日本語教育の総合的な体制づくりの推進


【取組のイメージ】
・ 自治振興交付金による市町の日本語教室運営に対する支援
・ 日本語教室への情報提供
・ 企業版ふるさと納税の活用検討


３ 日本語教室への支援


企業と連携し
た新たな学習
機会の創出


外国人材受入拡大に伴う、関係者と連携した日本語教育の体制づくりの推進
地域の日本語教育に関わる主体や人の裾野を広げる取組の推進


日本語学習支
援に関わる人
裾野を広げる


日本語教室活
動の継続支援


県民の理解の
向上


多様な主体との
連携促進
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資料２ 


調査概要（案） 


 


１ 調査目的 


滋賀県における、日本語教育機会の提供体制を整備するため、地域の日本語教室、市町、


外国人雇用企業、在住外国人等の現状やニーズを把握し、体制づくりに向けた施策立案の


基礎資料とする。   


 


２ 調査期間 


  １か月 


 


３ 調査方法 


  郵送法・オンライン調査法の併用、無記名方式 


 


４ 調査対象等 


 


（１） 日本語教育実施機関 


A 市町 19 市町 


B 国際交流協会 ２５団体 


C 地域日本語教室（子どもの学習支援除く） ２７教室 


D 日本語学校 ２団体 


E 事業所 最大２,０７５事業所 


 


（２） 外国人県民等 


F 外国人県民等 最大１,１００人 


  言語：７言語 


（日本語、ポルトガル語、スペイン語、英語、タガログ語、ベトナム語、中国語） 


  


５ 設問数・設問形式 


設問数：１～30 問 


設問形式：選択式、一部記述 
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用語の定義について 


 


用語 定義 


日本語学習支援者（有資格者除く） 日本語学習者に直接日本語を指導する者やサ


ポートをする者 


日本語教育コーディネーター 地域における日本語教育の実態把握・課題解


決や日本語教育の企画・運営，学習プログラム


の作成及び日本語教師，関係機関，地域住民


等との連携・調整等の業務を担当している者 


地域の日本語教育 外国人等が日本語を習得するために行われる


教育その他の活動（外国人等に対して行われ


る日本語の普及を図るための活動を含む） 


日本語教育有資格者 （日本語教育機関の告示基準「出入国在留管理


庁」より抜粋） 


下記①～⑤のいずれかに該当する人 


①大学（短期大学を除く。以下この号において


同じ。）又は大学院において日本語教育に関す


る教育課程を履修して所定の単位を修得 


し，かつ，当該大学を卒業し又は当該大学院の


課程を修了した者 


②大学又は大学院において日本語教育に関す


る科目の単位を26 単位以上修得し，かつ， 


当該大学を卒業し又は当該大学院の課程を修 


了した者 


③公益財団法人日本国際教育支援協会が実施


する日本語教育能力検定試験に合格した者 


④学士の学位を有し，かつ，日本語教育に関す


る研修であって適当と認められるもの（日本語


教師養成研修）を420 単位時間以上受講し，


これを修了した者 


⑤その他①～④までに掲げる者と同等以上の


能力があると認められる者 
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A 市町 


■目的 


  市町の取組の状況、実施体制、課題、意向等の把握 


■主な質問項目 


・日本語教育事業実施状況 


・実施体制 


・市町の役割についての考え 


・課題、ニーズ等 


  ※日本語教室を市直営で実施している場合は、日本語教室用調査への回答も併せて依頼。 


 


■設問（案） 


問 設問 


1 貴市町において、行政として外国人住民に対する日本語教育に関連した事業を実


施していますか。 


2 問１で１（実施している）と回答された方にお聞きします。 


貴団体では、令和３年度に、日本語教育に関し、どのような事業を実施しています


か。 


（教育委員会により学校教育課程内で実施される児童生徒向けの事業は除く。）（複


数回答可） 


3 貴団体における日本語教育に関する事業（学校教育課程外）の財源（複数回答可） 


4 貴団体における日本語教育に関する事業（学校教育課程外）の予算規模 


5 貴団体には日本語教育コーディネーター、もしくはそのような業務を担当されてい


る方はいますか。 


6 問５で１、２と回答された方にお聞きします。 


業務の内容を教えてください（複数回答可） 


7 日本語教育に関して他の団体（県、市町、国際交流協会、企業、大学、NPO、日本語


学校、日本語教室等）と連携、交流を行っていますか。 


８ 在住外国人に対する日本語教育における市町の役割にはどのようなものがあると


考えますか。（複数回答可） 


９ 地域の日本語教室の役割にはどのようなものがあるとお考えですか。（複数回答


可） 


10 地域の日本語教室の運営者からの相談にはどのようなものがありますか。（複数回


答可） 


11 外国人住民（大人）からの日本語教育に関する相談にはどのようなものがあります


か。（複数回答可） 


12 貴市町における日本語教育の問題点・課題にはどのようなものがあると考えます


か。（複数回答可） 
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13 貴団体として教室の開設（増設）の必要性と今後の予定について教えてください。 


14 貴市町が教室開設（増設）を検討すると仮定した場合の課題は何ですか。（複数回答


可） 


15 今後の貴市町における日本語教育事業の実施・展開にあたり、県からどのような支


援があるとよいと考えていますか。（複数回答可） 


16 その他、日本語教育事業に関して、県に対して御意見・ご提案等がありましたらお聞


かせください。（自由記述） 
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B 国際交流協会 


■目的 


国際交流協会における日本語教育関連事業の取組状況、課題・ニーズ等の把握 


 


■主な項目 


・日本語教育関連事業の実施状況 


・地域日本語教室の役割についての考え 


・課題、ニーズ等 


※日本語教室を実施している場合は、日本語教室用調査への回答も併せて依頼。 


 


■設問（案） 


問 設問 


1 貴団体では、令和３年度に日本語教育に関し、どのような事業を実施しています


か。（一時休止中も含む。）（複数回答可） 


（教育委員会により学校教育課程内で実施される児童生徒向けの事業は除く。） 


2 貴団体における日本語教育に関する事業（学校教育課程外）の財源（複数回答可） 


3 貴団体における日本語教育に関する事業（学校教育課程外）の予算規模 


4 日本語教育に関して他の団体（県、市町、国際交流協会、企業、大学、NPO、日本語


学校、日本語教室等）と連携、交流を行っていますか。 


5 地域の日本語教室の運営者からの相談にはどのようなものがありますか。（複数回


答可） 


6 外国人住民（大人）からの日本語教育に関する相談にはどのようなものがあります


か。（複数回答可） 


7 貴団体が活動される市町における日本語教育の問題点・課題にはどのようなもの


があると考えますか。（複数回答可） 


８ 貴団体として教室の開設（増設）の必要性と今後の予定について教えてください。 


９ 地域の日本語教室の役割にはどのようなものがあるとお考えですか。（複数回答


可） 


10 今後の貴市町における日本語教育事業の実施・展開にあたり、県からどのような支


援があるとよいと考えていますか。（複数回答可） 


11 その他、日本語教育事業に関して、県に対して御意見・ご提案等がありましたらお聞


かせください。（自由記述） 


  







6 
 


 


C 地域の日本語教室（子どもの学習支援除く） 


■目的 


  地域日本語教室の活動実態、課題・ニーズの把握。 


■項目 


・日本語教室の概要 


・教室活動について 


・日本語教育コーディネーターの配置状況 


・日本語学習支援者の状況 


・日本語学習者の特徴 


・学習内容 


・役割についての考え 


・課題、ニーズ 


■設問（案） 


１ 日本語教室の概要 


1 教室名 


2 教室の開催場所 


3 教室の年間運営費 


4 日本語教室の運営を担当する専任のスタッフの有無 


5 日本語教育コーディネーター数 


6 日本語教育有資格者数 


7 日本語学習支援者登録者数（日本語教育有資格者除く） 


8 日本語学習支援者の年代別登録者数 


9 日本語学習支援者の日本語支援経験年数 


10 日本語教育有資格者の謝金 


11 日本語学習支援者謝金 


12 対象とする学習者について 


13 教室の定員 


14 日本語学習者数 


15 待機者数 


16 登録している学習者の国籍別・年齢別人数 


17 学習者の在留資格の割合 


18 １か月あたりの開催回数 


19 教室の開催曜日・時間  
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2 設問（案） 


問 設問 


1 教室の主催団体を教えてください。 


2 教室活動の目的について教えてください。 


3 教室運営のための財源を教えてください。（複数回答可） 


4 参加費はいくらですか。（自由記述） 


5 学習者の募集方法を教えてください。（複数回答可） 


6 日本語教室活動に関して他の団体と連携、交流を行っていますか。 


7 貴教室には日本語教育コーディネーター、もしくはそのような業務を担当されてい


る方はいますか。 


8 どのような方が担当されていますか。 


9 業務の内容を教えてください（複数回答可） 


10 日本語学習支援者の人材育成のために教室として行っていることがあれば教えて


ください。 


11 日本語学習支援者のスキルアップのためにあると望ましいと思うものはあります


か。 


12 日本語学習支援者に求める能力や姿勢などについて教えてください。 


13 貴教室に日本語教師、日本語学習支援者として入会する際、日本語教育の経験等


条件にしていることはありますか。 


14 日本語指導で困っていることはありますか。 


（例）学習者の日本語レベルに格差があり、どのように指導してよいか分からない。 


   ゼロ初級レベルの学習者への指導が難しい。など 


15 学習者の国籍や年代、職業、人数の増減の傾向について特徴があれば教えてくださ


い。その理由として考えておられることがあればお聞かせください。（自由記述） 


16 貴教室の学習者の日本語レベルはどの程度ですか。各レベルの人数のおおよその


割合を教えてください。（自由記述） 


17 授業の形式を教えてください。（複数回答可） 


18 貴教室での学習内容として、多いものを３つまで選んでください。 


19 貴教室ではどのような教材を使用していますか。 


20 使用している具体的な教材名を教えてください。 


21 地域の日本語教室の役割とはどのようなものだと思いますか。 


22 日本語教室の運営で困っていることは何ですか。 


23 今後教室をどのようにしていきたいですか。 


24 今後、県は地域の日本語教育にかかるどのような施策を実施すべきだと思います


か。 


25 行政（県や市）との連携について、どのような協力ができますか。 


26 その他、日本語教育事業に関して、県に対して御意見・ご提案等がありましたらお聞


かせください。（自由記述） 
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D 日本語学校 


■目的 


日本語学校における日本語教育人材の状況、日本語教育の実施内容、学習者の状況等の把握 


 


■主な項目 


 ・日本語教師の登録状況 


 ・日本語教育の目的 


 ・日本語学習者の状況 


 ・日本語講座の状況 


 ・日本語教師を養成するための講座の実施有無 


 ・日本語教育事業への協力の可否、内容 


 ・日本語学校の役割についての考え方 


 


■設問（案） 


問 設問 


1 現在貴校に登録されている日本語教師数について教えてください。 


2 貴校で行われている日本語教育の主な目的・目標について教えてください。 


3 貴校の日本語コースの対象について教えてください。（全講座合計） 


4 在留資格が「留学」である外国人についてお聞きします。国籍別人数を分かる範囲


で教えてください。 


5 在留資格が「留学以外」である外国人についてお聞きします。国籍別人数を分かる


範囲で教えてください。 


6 在留資格「留学」以外の方が受講できる日本語講座にはどのような講座があります


か。 


7 貴校において、現在（令和３年度）日本語教師を養成するための講座を実施してい


ますか。 


8 日本語教育に関して、今後、他の団体（県、市町、国際交流協会、企業、大学、NPO、


日本語教室等）から連携や交流、もしくは何らかの協力依頼があった場合、応じるこ


とは可能ですか。 


9 どのような協力ができますか。（複数回答可） 


10 地域の日本語教育における日本語学校の役割にはどのようなものがあるとお考え


ですか。（複数回答可） 


11 貴校における日本語教育に関する事業内容が分かるウェブサイトがありますか。 


12 その他 日本語教育事業に関して、県に対して御意見・ご提案等がありましたらお聞


かせください。（自由記述） 
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E 事業所 


■目的 


  外国人雇用事業所における従業員への日本語学習支援の取組状況の把握 


 


■主な項目 


・事業所の属性 


・外国人の雇用状況 


 ・外国人従業員に求める日本語能力 


 ・外国人従業員の日本語能力 


 ・外国人従業員とのコミュニケーションの課題（困り感） 


 ・外国人従業員とのコミュニケーション方法・工夫 


 ・事業所における日本語学習支援の実施状況・内容 


 ・外国人従業員に対する日本語学習支援についての取組の意向 


 ・日本語学習支援への協力内容 


・外国人雇用事業所の役割についての考え 


・日本語教育推進法の認知度 


・行政への要望等 


 


■設問（案） 


問 設問 


1 貴事業所の総従業員数（パート、派遣労働者を含む）をお答えください。 


2 貴事業所の業種をお答えください。 


3 貴事業所では現在外国人従業員が働いていますか。 


4 外国人従業員の人数を教えてください。 


5 外国人従業員の雇用形態 （複数回答可） 


6 貴事業所で働く外国人について、上位３位までの国籍をお答えください。 


7 貴事業所で働く外国人の在留資格について、上位３位までお答えください。 


8 外国人従業員の採用時に、どのような日本語能力をチェックしていますか。 （複数


回答可） 


9 貴事業所で働く外国人従業員の中に、日常会話レベルでの日本語能力が不十分だ


と思われる方はいますか。 


10 外国人従業員との日本語でのコミュニケーションにおいて、困ることはありますか。 


11 外国人従業員との日本語でのコミュニケーションにおいて、どのような場面で困る


ことがありますか。 （複数回答可） 


12 理由は何だと思いますか。 （複数回答可） 


13 外国人従業員とのコミュニケーションの工夫についてどのようなことを行っていま


すか。 （複数回答可） 
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14 貴事業所では、外国人従業員の日本語学習に対して、何らかの支援を行っています


か。 


15 貴事業所での日本語学習支援はどのように実施していますか。 （複数回答可） 


16 貴事業所の日本語教室や日本語研修（以下、「日本語教室等」という）はどのように


実施していますか。 


17 貴事業所の日本語教室等の１か月あたりの実施回数 （自由記述） 


18 貴事業所の日本語教室等の実施曜日・時間  （自由記述） 


19 貴事業所の日本語教室等への１回あたりの参加人数 （自由記述） 


20 貴事業所の日本語教室等での学習内容は何ですか。 （複数回答可） 


21 貴事業所の日本語教室等で使用しているテキスト名 （自由記述） 


22 日本語教育に関して、他の団体（県、市町、国際交流協会、企業、大学、NPO、日本


語学校、日本語教室等）と連携交流は行っていますか。（選択・自由記述） 


23 日本語学習支援を行っていない理由をお答えください。 （複数回答可） 


24 今後、外国人従業員向けの日本語教育を充実させていくとした場合、どのような形


態での学習機会があればよいと思いますか。 （複数回答可） 


25 今後、外国人従業員向けの日本語教育を充実させていくとした場合、貴事業所とし


て協力できると思われることは何ですか。 （複数回答可） 


26 外国人従業員向けの日本語教育を充実させていくとした場合、日本語教育にかか


る費用として、どの程度なら負担できますか。 


27 外国人が働く事業所は、日本語教育に対してどのような役割を果たすべきだと考


えますか。（複数回答可） 


28 「日本語教育推進法」において、企業は雇用する外国人やその家族に対する日本語


学習の機会の提供その他の日本語学習に関する支援に努める責務があると定めら


れていることを知っていますか。 


29 行政に期待することは何ですか。（複数回答可） 


30 その他、日本語教育事業に関して、県に対して御意見・ご提案等がありましたらお聞


かせください。（自由記述） 


  







11 
 


F 外国人県民等 


■目的 


  外国人県民等の日本語学習の状況と日本語能力の実態把握。 


■項目（文化庁日本語教育に関する調査の共通利用項目＋補足的な質問項目を活用） 


 ・属性 


 ・日本語学習の状況 


 ・日本語学習に対するニーズ 


 ・日本語の使用状況 


 ・日本語能力（聞く・話す・読む・書く） 


 ・生活場面における困り感 等 


 


■設問（案）  


問 設問項目 


1 性別 


2 年齢 


3 出身国・地域 


4 在留資格 


5 日本滞在期間 


6 今後の滞在予定 


7 就労の状況 


8 日本語学習経験の有無 


9 日本語の学習状況（現在） 


10 日本語学習の方法 


11 日本語学習の目的 


12 日本語学習の希望状況（学びたいか、学びたくないか） 


13 日本語学習の希望状況（どのような場所で） 


14 日本語を学んでいない理由 


15 どのような環境があれば日本語を学びたいか 


16 どのような時間に日本語を学びたいか 


17 どのような頻度で日本語を学びたいか（週〇回） 


18 どのような場面で日本語を使用するか。 


19 日本語が不自由で困った経験 


20 日本語能力について（聞く、話す、読む、書く） 


21 日本語能力（場面別）について（医療：聞く、話す、読む、書く） 


22 日本語能力（場面別）について（仕事：聞く、話す、読む、書く） 


23 日本語能力（場面別）について（行政手続：聞く、話す、読む、書く） 
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生活者としての外国人のための地域日本語教育推進アクションプラン（仮称） 


第２回検討懇話会書面開催による主な意見について 


 


１ 開催概要 


日 時：令和３年（2021 年）９月 17 日（金） 


場 所：書面  


出席者：[委員]上原委員、恩地委員、金綱委員、久保田委員、近藤委員、鍔田委員、 


中浦委員、丸山委員、光田委員、山中委員 


        


２ 議  事 


（１）骨子案について 


 


（２）実態調査の概要について 


 


３ 骨子（案）に対する主な意見 


 


【第１章～第３章について】 


・ 「趣旨」に多文化共生を一言入れるべき。   


・「生活に必要な日本語能力」がどのくらいか明確にする必要があると思う（目標を持つことで学習


意欲が高まるため）。  


・喫緊の課題にて、地域の特定課題への対応が掲載されているが、生活者としての外国籍県民へ


の支援等の位置付けが必要ではないか。 


・国、地方公共団体、事業主など各主体の目指すべき役割が明記されると分かりやすいと思う。 


・趣旨の内容について、滋賀県における日本語教育における全体像（子どもの日本語教育、留学生


の日本語教育や就労に係る日本語教育等を含む）を表示し、日本語教育に必要な施策のうち、一


部をとりだしたアクションプランであると誰もが分かるように示す必要がある。 


・全体像を把握した上で、国、地方行政や事業主がそれぞれの責務を果たすよう推進し、関連機関


や団体との連携により取り組む必要性があると認識していることを示すことが重要だと考える。 


・本県における喫緊の課題について、生活者としての外国人の言語保障は、日本全体で課題となっ


ているところであり、本来は、外国人労働者受け入れを促進している「国」が言語保障の体制を整


備する責務がある。県として、継続して国へ実情と責務を訴える（断言できない場合は訴えるよう


検討する、など）ことを記載してもよいのではないか。  


 


【第４章 施策の展開】 


（１）日本語学習機会の提供 


・県単位の情報提供はとても重要だと思う。 


・地域で暮らす外国人県民に対して、企業も参画する視点が必要になると思う。 


・企業が実施する日本語教室に「生活者としての外国人」を対象とした国の標準的カリキュラムの


活用が適切かどうか、疑問を感じる。 


・従業員の日本語能力に課題を感じながらも、実際にはどのような日本語能力が必要か把握でき


ていない企業が多いので、例えば、有資格の日本語教師を企業に派遣し、従業員の日本語能力


や社内の日本語教育についてカウンセリングやアドバイスを行う、そして、日本語教育の実施に当


たって一定期間、補助金を支給してはいかがか。 


・日本語教育に対する理解を得るためには、金銭的な負担を減らす必要を感じる。 
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・日本語教育の体制整備を進めるにはボランティア（地域社会との接点）と専門家（言語保障、社会


統合）の役割分担が必要だと思う。 


・今後開発される日本語教育プログラムはだれがどのように活用される予定か。 


・モデル事業の実施後、学習機会の創出に協力する企業への支援もあると良い。  


 


（２）日本語教育人材の育成 


・若い世代の確保ために、大学などとの連携が取れないか。 


・多文化共生の推進を目的とした地域日本語教室と、日本語保障を目的とした日本語教室の棲み


分けが必要。 


・「現状と課題」では、日本語指導者の高齢化、不足、指導力の差が挙げられているが、国に倣って


ボランティアに依存した施策を行っても、これらの課題は解決しないと考える。 


・中途半端な日本語保障に終始していては、有資格の日本語教師の待遇改善や日本語教育の発


展は望めない。 


・文化庁の地域日本語教室スタートアッププログラムを受託していたが、楽しく交流がしたいボラン


ティアと、きちんと日本語が学びたい学習者の両者の目指すところが一致せず、ボランティア、学


習者ともに参加が減っていった。交流と日本語保障のあり方について、検討いただきたい。 


・育成した人材を活用して日本語教室を開設することで日本人住民と外国人住民の相互理解・交


流の場が広がればと思う。 


・人材の確保とともに能力の向上も必要。ボランティアの能力向上も必要だが、有資格者も増やす


取組も必要。 


・日本語学習支援者確保に向けて、研修会や講習会の場が多くない滋賀県では、大事な取り組


み。 


・研修だけでなく、養成講座も開催されるといいと思う。420 時間を展開している企業と提携する


なども考えてみてはどうか。 


・やさしい日本語は多くの人が硬い文章を言い換えできるようになればいいと思うが、熱心に日本


語を学んでいる中級以上の人には失礼にあたることもあるので、そのあたりの配慮も必要。 


・県内大学との連携を図り、大学と共催で研修会を開いたり、地域の日本語教室での実習期間を


設けたりすることも学習支援者の確保につながると思う。 


・「やさしい日本語の普及」を、例えば「やさしい日本語を取り入れた教室活動の展開」として、支援


者育成のための行動案であると具体的にイメージできる表現にしてはいかがか。 


 


（３）日本語教室への支援 


・行政が実施する日本語教室に関しては、財政的支援より人的支援が必要と感じる。予算があって


も何をどうすればよいかわからないと思う。アウトリーチで有識者を派遣していただくことで、日本


語教育を実施するハードルが下がるのではないか。 


・企業版ふるさと納税の活用が日本語教室と企業がつながる機会になればと思う。 


・地域の外国人に寄り添うために、研修やアドバイザーの存在が必要だと思う。 


・日本語教室への情報提供が必要。 


・常勤コーディネーターを配置し、いつでも相談できる窓口を設置するのもよいと思う。 


・日本語教室を支援するほか、一元的相談窓口として、外国人のニーズにあった教室のマッチング


も行えるようにすると良い。 


・日本語教室への情報提供が必要。 


 


 







3 
 


（４）地域日本語教育の総合的な体制づくりの推進 


・数回だけの開催にならないよう、継続的な仕組みを考える必要がある。 


・PR・情報発信について、HP はもちろんであるが、紙媒体の一般のマスコミ・テレビなど活用でき


ないか。 


・県としてはどのように外国人を受け入れていくのか、将来を見据えた施策と、そのための県民の


理解促進をお願いしたい。 


・日本語教育の推進には県民の理解は欠かせないので啓発事業には継続的に取り組んでいただ


きたい。 


・県民の理解の向上は特に大切。広報や情報発信以外にもふれあいの出来るチャンスを市町に進


めてもらえる取組やアドバイスが必要だと思う。 


・硬い会議やセミナーだけでなく、多文化フェスを開催して集客し、そこで相互理解や日本文化、日


本語学習についても発信するというのがあらゆる意味で一番効果的だと思う。 


・外国人学習者向けのセミナーの開催もあると良い。外国人コミュニティーリーダー（日本語教育や


情報発信を SNS 等で配信しているインフルエンサー）をゲストに呼ぶなど。（外国人生活者の関


心を高めるため）。 


・技能実習制度では、制度上「地域との共生（日本語学習支援を含む）」項目が優良団体や優良実


習実施企業としての加点項目となっているが、加点項目を満たすことができれば、それ以上の支


援を手厚く取り組まれているケースは少ないのが現状。 


・実習生に関することは、監理団体や実習実施企業が受け持つことであるが、どこまでの参画を考


えるのかは、実際の監理団体を交えるなどして探っていく必要がある。 


・外国人を雇用している企業には、日本語学習時間を確保するための法律が必要だと思う。 


・子どもの日本語学習こそ喫緊の課題。生活しているのは大人だけではない。 


・日本に留学しても卒業後働ける場所がない、実習生とは名ばかりの安価な労働力としての使い捨


てなど、国の政策の綻びが次第に明らかになってきている。夢を持って日本に来てくれた人たちが


日本嫌いになって帰国してしまうのは本当にもったいない話。政府にはしっかりした移民政策を講


じてもらいたい。 


・県全体として取り組む体制を明記することが大切かと思う。具体的には、日本語教育施策の全て


の関係者による推進体制や連携、調整会議の開催などの総合的な推進体制について。 
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生活者としての外国人のための地域日本語教育推進アクションプラン（仮称） 


第 1 回検討懇話会 次第 


 


日 時 令和３年（2021 年）７月６日（火） 


14 時～１6 時 


                   場 所 滋賀県大津合同庁舎７階７－C 会議室 


 


 


１ 開 会 


 （１）挨拶 


 （２）委員自己紹介、事務局自己紹介 


 （３）懇話会の運営等について 


  


２ 議 事 


（１）座長および副座長選出 


（２）地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業について 


（３）地域における日本語教育の現状と課題について 


 


 


【配布資料】 


・次第 


・配席図 


・委員名簿 


・資料１ 検討懇話会設置要綱 


・資料２ 地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業について 


・資料３ 地域日本語教育の現状と課題 
 
・参考資料 
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003 【委員名簿】.pdf


（敬称略、五十音順）


氏　　　　　名 備考


うえはら　じゃんかるろ


上原　ジャンカルロ


おんち　みわ


恩地　美和


かなつな　ようこ


金綱　蓉子


くぼた　ひろし


久保田　展史


こんどう　のりあき


近藤　徳明


つばた　まさひろ


鍔田　正広


なかうら　ひろこ


中浦　裕子


まるやま　けいすけ


丸山　敬介


みつだ　のぶこ


光田　展子


やまなか　ようへい


山中　洋平


団体・所属、役職等


生活者としての外国人のための地域日本語教育アクションプラン（仮称）　検討懇話会
委員名簿


日本語教室　オリーブ　代表 日本語教室


甲賀市国際交流協会 理事（三重県国際交流財団 専門員） 外国人住民


びわこ日本語ネットワーク　代表 日本語教室ネットワーク


滋賀YMCA　総主事　常務理事 日本語学校


（公財）京都府国際センター　事業課　課長
他府県


地域国際化協会


甲賀市役所　政策推進課　多文化共生推進員 自治体


特定非営利活動法人　米原市多文化共生協会　事務局長 市協会


同志社女子大学　日本語日本文学科　特別任用教授 有識者


（公財）滋賀県国際協会　主幹 地域国際化協会


滋賀県中小企業団体中央会　指導課　課長補佐 経済団体
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